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規制の新設に関する事前評価書

窒素酸化物重点対策地区等における建物の新設等に係る届出制度の導入

担当部局
環境省水・大気環境局自動車環境対策課

＜自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法の一部を改正する法律案に基づく規制の新設＞

平成19年3月8日

規制の内容

都道府県知事が、大気の汚染が特に著しい地区として指定した「窒素酸化物重点対策地区」及び「粒子状物質重点対策地区」（以下「重点対策地区」と総称する。）において、自
動車の交通需要を生じさせる程度の大きい建物の新設をする者は、事業活動に伴う自動車排出窒素酸化物等の排出の抑制のための配慮事項等を都道府県知事に届け出な
ければならないこととするとともに、当該届出者に対し、都道府県知事が意見・勧告等を行うことができることとする。

自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法第15条～第30条

平成24年12月末までに行う。

自動車の交通需要を生じさせる程度の大きい建物に自動車が集中することにより引き起こされる、局地における大気の汚染の防止を図ることにより、二酸化窒素及び浮遊粒子
状物質に係る大気環境基準を確保し、国民の健康を保護するとともに生活環境を保全することを目的とする。

建物設置者による自動車排出窒素酸化物等の排出の抑制のための環境配慮に関する取組を担保・促進することにより、重点対策地区内の建物における事業活動に伴う自動
車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質を抑制することができる。

重点対策地区内において自動車の交通需要を生じさせる程度の大きい建物の新設をする者に、届出の負担が生じるとともに、当該届出をした日から８ヶ月間、当該行為の着手
が制限される。

代替手段として、行政指導又は普及啓発等により、重点対策地区内において自動車の交通需要を生じさせる程度の大きい建物の新設をする者に対し、事業活動に伴う自動車
排出窒素酸化物等の排出の抑制のための配慮を行うよう促すことが考えられるが、この場合、事業者による取組の実施を担保する手段がないことから、十分な効果を得ること
が困難である。

中央環境審議会意見具申「今後の自動車排出ガス総合対策のあり方について」（平成19年2月23日）において「街区や建築物の形状や交通量を発生させる施設等が大気環境
の質に影響を与えることを認識し、新たな土地利用や施設整備については、大気汚染防止の観点から適切な配慮を行う等中長期的な視点に立って、都市構造対策を進めること
が重要である。このような施設の新規立地については、都市計画及び地方環境影響評価条例において環境の保全上支障がないように配慮されているが、これらとの調和を図り
つつ、特に局地近傍において、局地の大気汚染状況に直接影響を及ぼす可能性のある新たな施設整備を行おうとする際に、早い段階で大気環境を含めた影響の事前確認を
行う等の一般的な配慮を制度化することについても、地域の実情に応じた対策として考慮する必要がある。」とされている。

重点対策地区においては、都道府県知事により交通流の円滑化等の大気汚染対策が講じられることとなるが、重点対策地区内で自動車の交通需要を大幅に増加させるような
建物が設置された場合、大気汚染対策の環境改善効果が発現しなくなってしまうおそれがある。したがって、このような建物の新設等について、都道府県知事に届け出ることを
義務付け、建物の設置者に環境配慮を促すとともに、建物の新設等の情報を都道府県知事が把握できるようにし、場合によっては勧告等により建物の新設等による重点対策
地区内の大気環境の悪化を防止できるようにする必要がある。


